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図：介護保険料の所得段階区分および年間保険料額（平成２１～２３年度）

平成２３年度の介護保険料について
６５歳以上の人の保険料の基準額は４６，８００円（昨年と同額）です
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※合計所得金額：収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なる）を控除した金額
で、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。

　課税年金収入額：課税の対象となる年金の収入金額です。

グラフ：介護保険運営の財源内訳

  　 所得段階区分 　　　年間保険料額

　　第１段階　基準額×0.5 23,400円

　　第２段階　基準額×0.5 23,400円

　　第３段階　基準額×0.75 35,100円

特例第４段階　基準額×0.85 39,780円

　　第４段階　基準額×1 46,800円

　　第５段階　基準額×1.1 51,480円

　　第６段階　基準額×1.25 58,500円

　　第７段階　基準額×1.5 70,200円
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年金からの天引・口座振替・納付書による個別納付

加入している医療保険（国民健康保険や社会保険など）により納付



5 人が輝く・夢が生まれる　瀬戸内のふれあい元気都市
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　　　　 保険料の納め忘れはありませんか
                      

特別な事情がないのに保険料を滞納していると滞納期間に
応じて次のような措置がとられます。

保険料を１年以上滞納すると
サービス利用時に利用料全額をいったん負担していただき
申請によりあとで介護給付費（費用の９割）が支払われる
ことになります。
 
 
                  
１年６か月以上滞納すると
利用者が利用料の全額を負担し、申請後も保険給付の一部
または全部が一時的に差し止めとなったり、滞納していた
保険料と相殺されたりすることがあります。

２年以上滞納すると                    
利用者負担が１割から３割に引き上げられるなどの措置が

あります。

※災害等により財産について著しい損害を受けるなど特別な
事情によって納めることが困難な場合は、徴収猶予、減免を
受けられる場合があります。
健康増進課にご相談ください。


